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1. 問題の所在
2007–08年国際金融危機から 9年を経て、グリ
ーンスパンの「百年に一度の危機」とういうキャ
ッチフレーズに思いを致さざるをえない今日この
頃である。新自由主義改革とグローバル化がもた
らした今日の世界経済の「停滞」のもとで、アメ
リカやイギリスという「グローバルな制度の同質
化運動」（1998、杉﨑）の担い手の国々が「自国
第一主義」へと方向転換する動きは、新自由主義
改革とグローバル化の意味を問う、大きな歴史的
転換期にわれわれが位置していることを示してい
る。こうした自由主義経済から国家介入型経済へ
の転換は、すでに戦間期の世界恐慌の過程で生じ
たことであり、1980年代以後主流となった新自
由主義改革は、そのような国家介入型経済を否定
するところから生まれたものであった。今日の
「停滞」を考えるうえで、戦間期における自由市
場・自由貿易型経済の終焉と国家介入型経済への
構造的転換に遡って、市場経済のあり方を検討す
る必要が生じている。
本稿は、筆者のこれまでの既発表および未発表
の小論から、とくに市場の類型化と「制度設定者
のレント」をめぐる闘争（対立と協商）に絞って、
制度転換期における市場構造の改編のありかたに
ついて問題点を明らかにすることにある。
2.  市場の四類型と「制度設定者のレント」を
めぐる闘争（対立と協調）
まず「制度設定者のレント」について確認して
おこう。「制度設定者のレント」とは、様々な制度
設定において、創始者が獲得する報酬を意味し、
英語では The Creator’s Rentとする。創始者と
いう点でみれば、従来の研究では、企業における
創業者や創始者については議論されてきたが、制
度の設定や創始者が得る報酬については殆ど検討
されて来なかった。特に、市場制度については、
市場内部の研究はなされてきたが、制度としての
市場の制度設定の問題は不問に付されてきた。
特に、「レントの発生」については、市場メカニ
ズム、特に完全市場のおいては、競争を通じてレ
ントの発生は抑制されるものとされてきたし、途
上国で問題となる「レントシーキングな行動」
は、市場メカニズムが機能していないためとされ
てきた。「制度設定者のレント」は市場制度・非市
場的制度の双方において発生するが、従来、市場
におけるレントは完全競争のもとでは発生しない
として、制度設定者に与えられるレントの所在に
ついて、まったくと言ってよいほど問題にされて
こなかった。筆者は、市場という制度の「制度設
定者」に与えられるレントの所在を可視化するこ
とにより、市場経済についての理解を深めること
ができることを論じてきた。
制度としての市場における「制度設定者のレン
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ト」とは、次のようなものであった。「制度設定者
のレント」には、直接「制度設定者が獲得するレ
ントと、副次的に、市場参加者が獲得するレント
が存在する。前者の、創設者が直接獲得するレン
トには、有形のレントと無形のレントがある。前
者は、参加者が支払うコミッションから市場管理
のための適正な費用を差し引いたものである。多
くの場合、市場の設定は公共財と考えられてきた
ので、この有形のレントは、公共的な利益に還元
されるとみなされている。しかし、市場がすべて
公益のために設定されているわけではなく、市場
設定者が中立的な存在であるとも限らない。そこ
で、市場の制度設定者には、明確には計量不能な
レントが発生する。第一に市場制度の設定者が獲
得するコミッションであり、第二に情報の集中が
もたらす利益である。市場制度の設定者は、市場
を適正かつ安全に管理運営する義務を負うが、ま
ず市場を規定し、ポラニィのいう「擬制的商品」
を含めて商品を確定する力をもち、そのなかで、
市場に関する様々な情報を集約し得る立場にあ
る。アダム・スミスのいう「見えざる手」は、市
場に介入しないがゆえに「見えざる手」でありつ
づけるわけだが、逆にいえば、市場の制度設定者
は、商品と市場を規定し、その市場が適正に運営
されているという信頼度の高さと利用の容易さを
売り物に、市場への参加者を増やし、市場規模の
拡大を図ることで、まず手数料収入を得ることが
できるし、さまざまな関連情報を収集することも
可能になる。実際には、ひとことで市場といって
も、様々な市場が存在する。制度設定者がギルド
組織で自らプレイヤーである場合もあれば、制度
設定者の意図に沿って市場の参加者が制限される
場合もある。出品や購買の参加が完全に自由な市
場は、公共的市場として法的秩序に組み込まれ
た。「制度としての市場」における「制度設定者の
レント」は、私的に独占されたり、公共的に還元
されることで不可視化されたと考えられる。
市場の制度設定者が獲得する、有形・無形の直
接的なレントに対して、市場参加者には、副次的
な参加者報酬が発生する。これも従来の研究では
見落とされてきた論点であるが、コースの取引費
用論を少し見方を変えれば、導くことが可能であ
る。すなわち、市場参加者が市場外に置かれた者
に対してもつ受益分である。市場参加者は、市場
に参加して効率的な取引を行うことで、市場外に
おいて個別の取引をする場合よりも、より受益で
きる。これは、効率的市場が導き出す重要な効果
である。それは果たして参加者報酬と言えるもの
なのかという点は、その市場に「市場の外部」が
存在するかどうかという点にかかわる。そもそも
市場が取引の場である以上、支払い手段を持たな
い者は、たとえ入場を拒否されなくとも、市場内
で取引を行うことができず、実質的に市場から排
除された存在である。その意味で、市場には「市
場の外部」がつねに存在する。市場参加者が得る
「副次的参加者報酬」には、有形と無形のものがあ
るが、いずれも市場外の存在に対して発生する。
市場参加者が獲得する有形の参加者報酬は、市場
に参加したことで、市場に参加しなかったときに
は得られなかった利益である。無形の参加者報酬
は、市場に参加することで得られる情報である。
「制度設定者」が得る集約的な情報収集ではなく
とも、市場外の人間に比して、市場への参加者は
より多くの情報を市場で得ることができる。効率
的な市場への参加者は、その市場に参加できない
外部者が受益できない類いの参加者報酬を獲得す
るが、これは、制度としての市場設定者が獲得す
る直接的なレントに対して、市場参加者が獲得す
る副次的な参加者報酬といってよい。
このように、市場制度が、コースの指摘したよ
うに取引費用を削減し、より効率的な取引を行う
場として機能するようになると、制度の追随者
followerは単なる参加者ではなく、模倣者や革新
者として、次なる新たな市場形成に参入すること
で、市場創出・市場拡張機能を促進することにも
なる。これを追随者効果 follower’s effectとす
る。追随者は、効率的市場システムを学び、自分
の領域に持ち帰り、模倣したシステムを設定する
ことで、自ら「制度設定者のレント」を獲得でき
る。この場合、追随者は単なる模倣ではなく、自
ら革新者として新たな市場を形成することも可能
である。その場合も、この模倣的市場も中心部市
場とネットワークを結ぶことで自らの市場拡張性
を維持できるし、中心部市場は、ネットワークの
拡大を通じて、その世界市場創出を拡張できるこ
とになる。自由放任主義をめぐる従来の研究が欠
落させてきた論点のひとつに、この制度設定をめ
ぐる自由放任主義がもたらす、模倣的市場制度の
叢生がある。市場参加者は、一方的に市場の価格
決定に従う存在だけではなく、模倣者あるいは企
業者として、空間的に展開することで、新たな空
間で模倣的市場を形成する主体にもなりうる。他
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方で、技術革新による新たな市場形成が行われた
場合、その市場設定者は新たな市場で制度設定者
のレントを獲得する。かくして、自由放任主義の
意味する重要な点のひとつには、この市場創出の
自由と、そこでの「制度設定者のレント」の獲得
の自由がある。このような「制度設定者のレン
ト」の追求がもたらす空間的拡張性は世界市場を
創出しただけでなく、先行者との連携によるネッ
トワーク化をもたらし、先行者の中心的機能を一
層強化する。たとえば、ロンドン金融市場は、イ
ギリスの植民地の拡大過程において、模倣的市場
を世界的に拡張し、それとの連携を強めること
で、さらにロンドン市場の中心的機能を強化して
きたが、ロンドン市場の世界性は、このような市
場創出機能が、イギリスの生産力の発展に伴い、
模倣的市場を世界的に展開し連携を強化した結果
である。
イギリス資本主義は、歴史的に金本位制度の中
心に位置することで、世界的に創出した市場を金
融的に調整する市場を形成し、「制度設定者のレ
ント」を享受した。また、世界恐慌の過程で金本
位制度から離脱することで、「制度設定者のレン
ト」をめぐる新たな転換をもなしとげたことが指
摘できる。
よく知られるように、ドイツ型金融資本は、金
融機関と産業の密接な関係を基礎にするものであ
ったのに対して、イギリスにおける金融機関と産
業との関係には、そうした強固な関係性を析出す
ることが難しい。われわれは、世界市場を対象化
するロンドン金融・資本市場において展開された
「世界市場型」金融資本蓄積様式として、いわゆる
ドイツ型の「国家内型」金融資本蓄積様式と区別
しようとしている。（杉﨑、2010）
そもそも「世界市場型」金融資本蓄積様式が形
成されうる条件は極めて限られている。まず金
融・資本市場が世界的拡張性をもつには、貿易信
用や投資のための資金需要が集中するネットワ一
クが必要であり、そのための生産力基盤や信用力
基盤が必要だからで、歴史的には、たとえば、ロ
ンドンやパリ、ニューヨークのような国際都市に
形成されてきた。多様な金融商品を売買する金融
業者は制度設定者にレントとして手数料を支払
い、取引を行う。市場を設定した制度設定者にと
って、市場の拡張がレントの量的拡大を保障する
源泉であるが、市場のもつ情報力と資金調達力に
向かって多くの資金が流入することになるし、制
度設定者がブレイヤーになることもないわけでは
ない。個々の金融業者の規模は小さくとも、市場
のネットワークを通じて投資家の資金を動員し流
動化する機能を果たすのが、この市場型金融資本
蓄積の特徴である。この場合、「制度設定者のレ
ント」は直接的な手数料にとどまるものではな
い。情報の集中、参入者制限、取引様式の設定、
通貨の決定等により、間接的なレントも獲得でき
る。残念ながら、このような「制度設定者のレン
ト」は、直接的な手数料収入にせよ、間接的なも
のにせよ、透明性を欠き、量的に確定することは
できない。またそれゆえに「市場設定者のレン
ト」(the Creator’s Rent)は閑却されてきたと言
ってよい。
「市場型資本蓄積様式」の意義は、市場制度の設
定者の存在を明示した点にある。このような「市
場型」金融資本蓄積様式は、国境を越えた「世界
市場型」と一国内を中心とする「国家内型」の二
重性をもつことも重要な点である。イギリスの資
本蓄積における国内中小企業型の「内部金融」に
よる停滞型ともいうべき企業類型が、中心国内部
に存在することの特異性は、筆者がかねて指摘し
た点である。（杉﨑、1981）
しかしながら、市場をつうじての「制度設定者
のレント」の形成は、単に金融市場に限られるも
のでは勿論なく、商品市場における「制度設定者
のレント」の発生とそれをめぐる闘争（対立と協
商）のあり方を含めて重要である。
商品市場における「制度設定者のレント」の所
在も量的に実証することは困難であるが、商品市
場に参入する参加者から徴収される手数料収入
は、取引の効率化、取引の安全性と実効性に対す
る代償として、「市場設定者」が徴収する報酬（レ
ント）と見なして差し支えないであろう。われわ
れのいう「市場型金融資本蓄積様式」は、個別資
本の規模の大小よりも、市場そのものの拡張性、
すなわち「市場創出傾向」に焦点をあてた概念で
あり、支配ではなく関係性と拡張性にその特徴を
見出すことで、個別資本の小規模性の問題や、資
金の回転を早める短期信用重視の性格などの点の
解明を可能にする。また、基軸通貨国に特徴的
な、世界市場創出と国内市場創出という二重性の
問題についても考察の糸口をあたえることになる
からである。
市場という制度の「制度設定者のレント」を問
題にする場合、市場の類型化が論点のひとつとな
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る。上の図は、横軸に、競争から規制について取
り、縦軸に、国家の不介入から介入の度合いを取
ることで、市場を類型化したものである。
第一類型は、原子状の（アトミックな）企業間
競争の場であり、いわゆる完全市場である。ミク
ロ経済学が教えるように、市場参加企業は、世界
市場の価格変動に翻弄されることになる。これに
対して、第二類型の「産業内規制型」と第三類型
の「組織された競争」型は、いわゆる独占・寡占
類型がそれらをまたがるものとして、定説化され
ているのに対して、それぞれの類型は必ずしも焦
点を当てられない対象として存在する。第四類型
の、国家介入の統制型と第一類型の競争型は、従
来の研究で議論されてきたが、第二、第三類型
は、十分に検討されてこなかったし、まして、「制
度設定者のレント」をめぐる闘争と関連させる議
論は皆無である。
第二類型でわれわれが想定するのは、20世紀初
頭から戦間期の時期に、イギリス鉄鋼業で生まれ
た地域的な自主カルテル組織である。従来の定説
的な市場にあって、翻弄される中小企業仮説に対
して、小生産者による防衛的な組織形成は、過剰
となった設備の共同管理により価格設定を行い、
販路を維持することで、地域生産者の共同市場が
形成されたことを示している。このような小生産
者の地域カルテルは、従来は、独占形成の一過程
として捉えられてきたが、イギリスの世界市場的
資本蓄積の特徴として、地域カルテルが世界市場
と独自のルートを持ち販路を維持することで、小
規模経営の結合体として共同市場をもつケースが
あると言う点である。
第二類型に小規模経営の集合体が共同市場を維
持する類型が含まれるとすると、第三類型は、国
家をプラットフォームに、組織された競争市場を
形成する類型である。いわゆる独占・寡占類型と
も類似性をもつが、国家との連携あるいはその支
持を背後に持つ点で、必ずしも同じではない。こ
こでの事例は、軍需企業であり、あるいは「多国
籍化」した企業が想定される。
このような類型化を行う意味はほかでもない。
世界市場型資本蓄積のもとで自由主義的な競争を
主導し、またそれに晒されたイギリスにおいて、
競争を緩和し、相互棲み分けや販路維持のための
共同秩序を設定する、地域立脚の小規模利益分配
共同体を一類型として析出することにある。なぜ
ならそれは、個別主体の利潤の最大化を追求する
自由競争にとって、パラドックスとでもいうべき
意味をもつからである。勿論、別の見方をすれ
ば、これはパラドックスでも何でもないとするこ
とも可能である。なぜならば、自由競争というも
のは、本来、あらゆる可能性に対して自由である
ことを意味し、利潤の最大化に向けて競争するこ
とが唯一の道ではないからである。そこには制度
設定の自由があり、過剰な競争を制限する独自市
場を設定することも本来可能である。しかしなが
ら、市場競争を活性化させ、効率化をめざす主体
にとっては、このような競争規制的な飛び地が効
率的な市場の内部に生まれることは好ましくはな
い。そこに、市場という制度をめぐっての「制度
設定者のレント」の闘争が発生する理由もある。
産業内規制 原子状の競争
統制経済 組織された競争
（プラットフォーム型競争）
国家の不介入
国家の介入
??
????内部市場
出典（筆者作成）
???????????
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従来の議論は、自由競争という完全市場と独占・
寡占による不完全市場に二分化することで、生産
者独自の利益共同体形成の可能性を看過してきた
のである。
3.　 GCES構造における「制度設定者のレント」
をめぐる闘争（対立と協調）
上述の四類型の問題は、われわれのGCES構造
の中で立体的に把握することでその意味が明らか
になる。
わ れ わ れ の い う GCES（Global Capital 
Exchanges States）構造は、世界資本主義の構造
が、GC、つまり流動する資本の世界性と、そのイ
ニシアティブのもとでの「制度の同質化運動」に
よりより自由な資本移動を可能にしようとする力
と、S，すなわち国家との間において、後者が労
働力商品を統括する国家として領域性をもつがゆ
えに「制度設定者のレント」をめぐって闘争（対
立と協調）が生じ、その矛盾を、Exchangesとし
ての国際商業・外国為替が調整することで世界シ
ステムが構成されているとするものである。この
GCES構造は、今日の世界では、アメリカ主導の
グローバルな構造だけでなく、その対抗市場とし
てのユーロ圏において、ミニチュア版としてみる
ことができるし、むしろその方がより理解しやす
いかもしれない。ここでは、単一通貨の導入によ
り、「マンデルの不可能な三角形」がいうところ
の、資本の自由な移動と固定的為替レートと自由
な裁量的金融政策の三者が同時に鼎立しえないと
いう問題が生じており、すでに自由な裁量的金融
政策（金融主権）を放棄した国家が、財政主権ま
で含めた国権の放棄を求められかねない事態が生
じているからである。
さて、われわれは、このGCES構造を、マンデ
ルの「不可能な三角形」とマルクスの「三層構造」
から導出した。（杉﨑、2007、2012、2013、
2014）この「マンデルの不可能な三角形」は、一
国的なマクロ政策において、資本移動、とくに短
期的資本の無制限に自由な移動がもたらす効果に
ついてとりあげているが、一国レベルでの政策の
なかに、世界経済の構造的問題を解明する契機が
含まれている。なぜなら、マンデルが仮定する短
期的資本の無限の流動性のもとで生じる、為替の
安定と一国の自由な金融政策の両立の不能性は、
資本蓄積における資本の世界性と、労働力商品の
統括を行う国家の領域性との間の根源的な矛盾を
示しているからである。この矛盾を、外国為替に
より調整する世界システムの構造を「マンデルの
不可能な三角形」は示しているといってよい。勿
論、マンデルは、労資関係にまで立ち入ってはい
ないが、金融政策の自由裁量性が国内の労働市場
の動向に規定されていることは、今日のイエレン
FRB議長の判断基準によっても示されていると
ころである。
他方で、マルクスの「国家、貿易、世界市場」
という「三層構造」は、19世紀の段階で提示され
たプランでしかないが、われわれは、資本の世界
性と、「労資関係の国家内包摂」の矛盾として捉
え、マンデルとマルクスの所説を批判的に捉え直
すことにより導出した GCES構造論を用いるこ
とで、下記のようにGCES構造を定式化した。す
なわち、世界システムとしてのGCES構造は、対
外国家と対内国家の結節が分裂する契機をもち、
かつ対内国家が資本賃労働関係とその他の社会的
諸関係を統括するシステムを内包していることか
ら、その構造は次のように定式化される。
ここでは、GCESの構造は次の諸要素により分
節化される。
GC世界資本 ; Eκ~π為替（中心・周辺） ; Sn国家
n ; Sδ対外国家 ; Sχ対内国家 ; DC国内資本 ; L労
働 ; R他の社会構成体 ; BCP国境を超える人々で
ある。
GC、E、Sは、「資本の世界性 GC」、「国際商
業・外国為替制度 E」、「領域国家 S」の三層構造
における相互関係を表わすものであるが、資本移
動の自由を獲得した「資本の世界性 GC」は、労
働力商品化を労資関係のもとで統括する「領域国
家 S」の国家間を自由に移動し、そのことによっ
て国家を商品として対象化するのであって、その
両者の関係を「国際商業・外国為替制度 E」が調
整する。労働移動は、この資本の世界性と対をな
すものであり、資本の移動とともに活性化し、国
家的枠組みの変動要因となる。
さて、GCES構造をわれわれは以上のように定
式化したが、「制度設定者のレントをめぐる闘争」
は、S内部でも展開される。その Sの機能分化を
対外国家と対内国家としたのが上記の定義式であ
る。
GCES＝ GC・Eκ~π・Snδ［Snχ｛（DC・L）R｝］・BCPdef
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制度転換期においては、このGCES構造総体の
転換が問題となるが、本稿が課題とした市場の四
類型は、GCによって展開する世界市場的資本蓄
積に対する、DCの側からの防衛的な市場組織化
行動といって差し支えあるまい。このような独自
の市場の蚕食こそ、イギリス鉄鋼業の資本蓄積を
制約する重要な要因であった。世界恐慌下で GC
の「埋め込み」を行う一連のプロセスの中で、小
規模の DCの市場設定も国家的カルテルに収斂さ
れていくのである。
4.　小括
市場の四類型を通じて、自由主義的市場のもと
での共益的市場形成の可能性と、そのことが
GCES構造のもとで負う制約についての端緒とな
る考察を本稿では試みた。実体的な分析のための
概念装置の整備の一環としてあることは言うまで
もない。
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